
資料５

神奈川県ギャンブル等依存症対策推進計画（仮）の
策定について
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依存症対策に関する国の動向

時期 国の動向

2014.6.1 「アルコール健康障害対策基本法」施行

2016.5.31 「アルコール健康障害対策推進基本計画」閣議
（第14条に県計画の策定が努力義務規定）⇒2018.3県計画策定

2016.12.14
「再犯防止推進法」施行
（第17条に薬物依存症者の保健医療サービスについて明記
（第８条に県計画の策定が努力義務規定）⇒2019.3県計画策定

2016.12 IR推進法付帯決議
⇒ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議設置

2018.10.5 「ギャンブル等依存症対策基本法」施行
（第13条に県計画の策定が努力義務規定）

2019.4.19 「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」閣議決定

2019.9.24 内閣府主催ギャンブル等依存症対策都道府県説明会
（基本法及び国基本計画の概要等について）
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ギャンブル等依存症対策基本法

●ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年10月施行）
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ギャンブル等依存症対策推進基本計画（国）

第１章 ギャンブル等依存症対策の基本的な考え方等

１ ギャンブル等依存症対策の現状
２ ギャンブル等依存症対策の基本理念等
３ ギャンブル等依存症対策推進基本計画の基本的事項
４ ギャンブル等依存症対策の推進に向けた施策について

第２章 取り組むべき具体的施策

関係事業者の取組 ２ 相談・治療・回復支援
1-1 競馬における取組 ３ 予防教育・普及啓発
1-2 競輪・オートレースにおける取組 ４ 依存症対策の基盤整備
1-3 モーターボート競走における取組 ５ 調査研究
1-4 ぱちんこにおける取組 ６ 実態調査

７ 多重債務問題等への取組

●ギャンブル等依存症対策推進基本計画（平成31年４月策定）



都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画 【概要】

位置づけ

〇相談支援・治療支援・民間団体支援

〇予防教育・普及啓発

〇依存症対策の基盤整備

〇ギャンブル等依存症対策基本法（第１３条）による努力義務
・ 都道府県はその実情に即した「都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定するよう努めなければならない。
・ PDCAサイクルにより、少なくとも３年ごとに検討し、必要があると認めるときには、これを変更するよう努めなければならない。

・ 広告宣伝に関する指針の作成・公表、普及啓発活動の実施
・ 本人・家族申告によるアクセス制限に関し、個人認証システム等の活用に向けた研究の実施
・ インターネット投票の購入限度額システムを前倒しして導入
・ 施設内、営業所内のATMの撤去等
・ ギャンブル等依存症対策実施規程の整備
・ 自助グループをはじめとする民間団体等への経済的支援

関係事業者（公営競技・ぱちんこ）が行うこととされている主な取組み

※アルコール・薬物等に対する依存症対策と併せて行うこと
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事前に関係事業者へ
ヒアリングを実施

出典：内閣府主催都道府県説明会9/24資料を改変

地方公共団体に関連する主な施策



【体制整備】 ・県ギャンブル等依存症対策推進計画の策定（会議体の設置を含む）
・アルコール、薬物、ギャンブル等依存症対策の連携

【相談支援】 ・依存症相談支援体制の連携強化にかかる検討（政令市、保健所設置市を含む）
・県精神保健福祉センターにおける集団プログラムの実施にかかる検討

【治療支援】 ・依存症治療体制の連携強化にかかる検討（専門医療機関の役割検討含む）
・相談拠点機関と治療拠点機関の役割整理と連携のあり方検討

神奈川県における依存症対策の現状と課題

〇依存症対策体制整備
〇推進計画の策定・進捗管理

〇依存症相談支援体制の連携強化
〇依存症専門相談
〇家族支援
〇人材養成
〇普及啓発・予防教育

相談拠点機関（県精神保健福祉センター）

保健福祉事務所・センター等

連携

連携
連携

県がん・疾病対策課体制整備

相談支援

〇依存症の治療・回復支援

連携

県立精神医療センター・北里大学東病院・久里浜医療センター・
大石クリニック・神奈川病院・みくるべ病院

専門医療機関治療支援

【現状】

【課題】
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〇依存症治療体制の連携強化
〇家族支援
〇受診後の患者支援に係るモデル事業
〇人材育成
〇普及啓発

（うち県立精神医療センター、北里大学東病院）

治療拠点機関

アルコール・薬物・ギャンブル
等依存の対策を総合的に実施



ギャンブル等依存症対策における包括的連携

29



神奈川県における依存症対策関連の会議体

県アルコール健康障害対策推進協議会

【所 掌】 ・県アルコール健康障害対策推進計画の進捗管理
・アルコール健康障害に関する地域での支援体制
の充実に向けた方策の検討

【構成員】治療機関、医師会、弁護士会、相談支援機関、
県立学校長会議、県警、民間支援団体、関係事業
者、学識経験者、市町村、当事者等

県ギャンブル等依存症対策推進協議会

【所 掌】 ・県ギャンブル等依存症対策推進計画（仮称）の策定・進捗管理
・依存症の本人及び家族等への包括的な支援の充実に向けた検討

【構成員】 治療機関、医師会、弁護士会、司法書士会、保護観察所、相談支援機関、県立学校長会、県警、民間支援団体、
関係事業者、学識経験者、市町村、当事者等

【所 掌】 ・県再犯防止推進会議の進捗管理
・再犯防止に関する地域での支援体制の充実に向
けた方策の検討

【構成員】弁護士会、保護観察所、刑務所、少年院、検察庁、
更生支援団体等

県再犯防止推進会議

連携連携

【施策検討】

【支援の連携強化】

依存症相談連携会議

【所掌】・依存症相談に関する地域での課題の共有や支援
体制の連携強化に向けた検討

【構成員】精神保健福祉センター、保健福祉事務所等（政令市を含む）

依存症治療機関等連携会議

【所 掌】・依存症の治療に関する地域での課題の共有や
治療体制の連携強化に向けた検討

【構成員】治療拠点機関、専門医療機関、相談拠点機関等

連携
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庁内会議

庁内会議
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神奈川県ギャンブル等依存症対策推進協議会の構成機関

【治療支援】

【相談支援・社会復帰支援】

【予防教育】

県立学校長会議

【ギャンブル等依存症問題関連機関】

【民間支援団体】

【関連事業者】

【学識経験者】

【当事者・家族】

NFCRノンファミリーカウンセリングルーム

独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター

地方独立行政法人神奈川県立病院機構

神奈川県立精神医療センター

学校法人北里研究所北里大学東病院

一般社団法人神奈川県精神神経科診療所協会

一般社団法人神奈川県精神科病院協会

公益社団法人神奈川県医師会

神奈川県弁護士会

神奈川県司法書士会

神奈川県消費者団体連絡会

日本貸金業協会 貸金業相談・紛争解決センター

保健福祉事務所等所長会

横浜市健康福祉局障害福祉部

川崎市健康福祉局障害保健福祉部

相模原市健康福祉局福祉部

神奈川県都市衛生行政協議会

神奈川県町村保健衛生連絡協議会

横浜保護観察所

特定非営利活動法人ヌジュミ

かわさきギャンブラーズアディクションポート

特定非営利活動法人 ＲＤＰ横浜

神奈川県川崎競馬組合

神奈川県自転車競技連盟

神奈川県遊技場協同組合

神奈川県警察本部安全総務課

学校法人敬心学園日本福祉教育専門学校
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ギャンブル等依存症対策に係る庁内会議の構成所属

局 名 課 名

総務局 財政課

くらし安全防災局 消費生活課

福祉子どもみらい局
人権男女共同参画課 子ども家庭課 青少年課 地域福祉課
障害福祉課 生活援護課

健康医療局 医療課 健康増進課 がん・疾病対策課 薬務課 精神保健福祉センター

産業労働局 雇用労政課

教育局 保健体育課 学校支援課 生涯学習課

神奈川県警察 生活安全総務課



神奈川県ギャンブル等依存症対策推進計画（仮称）策定スケジュール
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時期 県の動き

令和元年度

１月１６日 第１回庁内会議・協議会

２～３月 ギャンブル等依存症実態調査

令和２年度

４月 第２回庁内会議・協議会

６月 県議会常任委員会報告（計画骨子案）

11月 第３回庁内会議・協議会
県議会常任委員会報告（計画素案）

12月 パブリックコメント、関係団体意見照会実施

１月 第４回庁内会議・協議会

２月 県議会常任委員会報告（計画案）

３月 計画策定

令和３年度

４月 計画期間開始（～令和５年度）


